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Ⅰ　はじめに

　失語症とは脳の器質的損傷による成人の後天
的言語障害である。その障害は言語表象（口頭
言語及び文字言語）理解およびその表出（口頭
および書字），計算など全言語モダリティに及

ぶ。「喉が渇いたので水を飲みたい」と思い，
水筒を持った人に「水を下さい」と頼もうとし
た。しかし，口語では伝わらなかった。更に，
口語の替わりに書字や指差し等の手段で伝えよ
うとしたがどう使ったらよいか解らず，結局水
が飲めなかった。また，水筒を持った人もその
失語症者が何かを伝えようとしていることは解
ったが，どう接したらいいかわからないのでど
うすることもできなかった。失語症者は絶えず
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　Two patients who are diagnosed as chronic aphasia were examined in order to develop the order 
behavior in restanrants in community. The Speech-Language-Hearing Therapist went to the 
patients’ residence and assessed the aphasiac patients’ order behavior. According to the result of 
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the order behavior through the similar procedure using photo pictures of cellular phone. After the 
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このような状況，つまり発病・罹患以前に比べ
他者あるいは自らの言語行動に随伴した強化を
受けることが困難な状況に置かれる。このよう
な状況が引き起こされる要因としては失語症そ
のものによる要因と，失語症が他の障害と比し
て環境側から理解されにくく，しかも失語症自
身が障害を説明する手段を持っていない点など
が挙げられるだろう（小林，2004）。
　障害の発生には環境的な因子も影響するのに
もかかわらず国際障害分類モデル（ICIDH: 
International Classification of Impairments, 
Disabilities and Handicaps 1980）ではそれが
考慮されていないという批判から世界保健機構
（WHO）は2001年に国際生活機能分類（ICF：
International Classification of Functioning, 
Disability and Health）を改定した（厚生労働
省　平成14年）。この改定では，「環境因子」と
「生活機能」を相互作用あるいは複合的な関係
と設定されたことが特長の一つである（2005，
上田）。このことからも「環境」へのアプロー
チが重要視されてきていると考えられる。
　従来の失語症臨床でも言語機能障害
（impairment）の改善と個々の失語症者の社会
的不利（handicap）に対応する環境改善的アプ
ローチが行われてきたといわれるが（笹沼，
1996），実際は言語機能障害の改善に重点を置
かれてきた。しかし，近年，失語症者を含めた
言語障害者や聴覚障害者の基本的人権の擁護と
社会参加支援を目的とした特定非営利活動法人
コミュニケーション・アシスト・ネットワーク
（山本，2004）の活動や失語症者と社会とのコ
ミュニケーション上のスロープとなる「失語症
会話パートナー」を養成する活動（2004，小林）
など，STによる失語症者の社会的参加促進を
重視する活動が行われてきている。
　以上のように，言語聴覚士（以後ST）によ
る失語症者への社会促進支援の活動が活発にな
ってきている。その一方で，具体的な地域生活

のための具体的なプログラムは，充分に提示さ
れていない。
　当研究では居住地域で外食したいが、効率的
に注文する方法を獲得していないため外食が困
難な失語症者を対象に，文字や携帯電話の写真
画像を用いたコミュニケーションを試み，得ら
れた知見から，失語症者が居住地域内で社会
的・機能的言語行動成立のために必要なSTの
作業内容について検討する。

Ⅱ　方法

１．対象者

　対象者は慢性期失語症者２名である。両名と
もS市内の施設に身体機能及び言語機能維持目
的で週１回通所している。
　N氏は70代男性である。200X年に発症。失語
症のタイプはウエルニッケ失語（中等度）であ
る。本試行実施前の施設内の様子は要求言語行
動，報告行動は殆ど見られなかった。ほとんど
の行動はスタッフの誘導によるものであった
が，その誘導に即した行動は可能であった。家
族のN氏への対応にはN氏の要求言語行動及び
報告行動を先回りし代行する場面や干渉する場
面が見られた。例えば，外食場面でN氏の希望
を聞かず，家族が勝手に注文していた。また，
N氏の間違った発語を訂正し正しく言わせよう
とする行動もしばしば見られた。N氏は外食場
面では自分で料理を選択したいと言う希望があ
り，家族も今後単独での外食行動が必要だと考
えていた。
　T氏は50代男性。200X年に発症し，失語症の
タイプはブローカ型失語症（重～中等）である。
自発語は殆ど見られない。稀に発語があっても
失構音（音の歪み）の為，聞き手は理解が困難
である。よって口語による情報の伝達性は低い
と考えられた。書字は失書に近く，発話同様伝
達性に乏しかった。しかし，文字のコピーは可
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能であった。施設内では，時々指差しによる要
求行動が見られ，また，他者から承諾を求めら
れると首振りで反応する場面や，指し示しで選
択する行動も見られた。報告行動は口語では困
難なため，身振りや，報告内容に関係する物品
等を探索して提示するという代替手段を使用す
る場面が時々見られた。家族の対応はT氏の要
求言語行動及び報告行動を先回りして代行する
行動や，T氏の間違った発語の訂正や正しく発
語できるまで言わせるなどがしばしば見られ
た。妻が今後勤めに出るので，施設通所時は単
独で外食して欲しいという希望が妻および本人
からあった。
　実施前にN氏とその妻ならびにT氏とその妻
に今回の実施目的，内容説明を行い，両氏とそ
の妻から了解及び同意を確認した。

２．実施方法

　N氏，T氏とも通所施設で以下のアセスメン
トを実施した。アセスメント内容は，言語機能
的側面の測定として「標準失語症検査（Standard 
Language Test of Aphasia以下SLTAと略す）」
を実施した。次に，実用的なコミュニケーショ
ン能力の測定として「日本語版実用コミュニケ
ーション能力検査（Communicative Abilities 
in Daily Living以下CADLと略す）」を実施した。
また，その他の神経心理学的検査として「日本
語版レーブン色彩マトリックス検査（Raven’s 
Colored Progressive Matrices以下RCPMと略
す）」，「標準高次動作性検査」を実施した。
　次に，両氏に実際店舗で外食行動場面の査定
を行った。査定に使用した店舗は両氏の通所施
設に隣接する施設内の店舗１（喫茶店），店舗
２（食堂）である。これらの店舗を選択した理
由は，今後，通所時に両氏が外食が可能な店舗
だからである。これらの店舗で実施したアセス
メント結果から各氏の既得・習得可能と判断さ
れる使用反応形態を選択した。次に，その反応

形態を使用した目標行動の課題分析を行なっ
た。課題分析に従って，選択した反応形態使用
による目標行動獲得訓練を通所施設内の訓練室
でのシミュレーション場面，アセスメントを実
施した店舗１（喫茶店），店舗２（食堂）で実
施した。T氏のみ店舗２で目標行動獲得が確認
後，追加として店舗３（食堂）で目標行動獲得
の確認を行った。両氏の実際店舗における目標
行動成立の確認後，STが実施各店舗へ，①両
氏の使用する反応形態や店舗でのその使用につ
いてどう思われるか，②両氏の使用する反応形
態や店舗でのその使用についてSTが店舗へ説
明等の関与の必要性はあるかどうかについてア
ンケートを実施した。

３． 店舗１，店舗２，店舗３の注文形態につい

てのアセスメント

　店舗１，店舗２の注文形態を調査した。店舗
１の注文支払い形態は，店員へ料理名を告げ，
帰りにレジで支払うという形態であった。メニ
ューは各席には設置されておらず，店内奥の壁
にメニュー名と金額を書かれた紙が１枚貼って
あるだけであった。注文は店頭のショーケース
内にある料理見本を見て注文するか，壁に貼ら
れたそのメニューを見てするかのどちらかであ
った。店舗２の食堂の注文方法は，店頭にある
ショーケース内の料理見本を見てレジでその料
理の食券を購入し，それをテーブルで店員へ渡
す方法であった。店頭のショーケース以外のメ
ニュー表示はレジの後壁にメニュー名を文字の
みで書かれた紙だけである。T氏のみ実施する
店舗３は今までT氏も全く利用したことのない
店舗である。店外に料理見本のあるショーケー
スが置かれている。メニューとしては店内は１

枚に料理名を１つ書いてある紙が四方の壁にバ
ラバラに貼ってあるだけであった。注文はそれ
らを見て店主に料理名を告げる方法である。
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４．訓練頻度及び期間

　N氏は200X＋２年７月から200X+３年６月の
約１年間，週１回通所日の昼食時に実施した。
T氏の訓練はN氏の行動成立後に実施した。
200X+３年７月から200X+４年11月約４ヶ月
間，週１回通所日の昼食時に実施した。

Ⅲ　N氏の実施内容とその結果

１．アセスメント結果

　N氏のSLTA結果は図１に示す。CADL結果
は総合得点が52/136で大半援助レベルであっ
た。使用反応形態の大部分は「指差し」であっ
た。その他，「書字」が１回見られたが，描画
行動は見られなかった。RCPMは総計20/30で
あった。観念運動，観念失行は見られなかった。
立方体の模写で若干の図形の歪みが見られ構成
障害の疑いがあったが，漢字，仮名文字ともに
写字は可能であった。次に，実際の店舗におけ

る注文行動のアセスメントを実施した。実施店
舗は店舗１，店舗２を使用した。店舗１では，
N氏は席へ注文を取りに来た店員へメニュー名
を言ったが店員へ伝わらなかった。更に，席か
ら壁に貼られたメニューを指差して店員へ注文
したが，店員はメニューのどの料理を指さして
いるか解らず伝わらなかった。そこで，同行し
たSTがメニューの料理名を紙に写し，N氏へ
提示した。N氏はその中から「カレーライス」
を指さし，店員へ注文した。しかし，運ばれた
料理を見てN氏は首をかしげ，不審そうな表情
ともに「これやったかいな？」という発語が見
られた。この反応から，メニュー名と実物のマ
ッチングが困難と考えられた。支払いは料理の
金額より大きな金額を出すという行動が見られ
たことから支払いは可能と判断した。店舗２の
食堂では店頭にあるショウケース内の見本を指
さした後，レジへ行き店員へ料理名を告げるが
伝わらなかった。店舗２では店頭のショウケー

図１　N氏　SLTA結果
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ス内の料理見本をCADL実施時や店舗１で見ら
れた反応形態「指差し」を使用してレジの店員
へ注文する方法では店員から指差した料理が見
えないと考えられた。また，「メニュー名と実
物のマッチング」が困難なため，N氏がレジ後
壁のメニュー表からメニューを指さし，店員へ
注文することも困難と判断した。

２． 使用反応形態選択およびその反応形態使用

による目標行動の設定

　店舗１，店舗２のアセスメント結果から，N
氏の使用反応形態として既存能力である「写字」
機能使用を選択した。目標行動を店舗１では「店
頭にあるショーケース内の料理見本の品名及び
金額を写字し，それを店員へ提示し注文する。
飲食後レジで代金を払う」という行動を設定し
た。店舗２では「ショーケース内の料理見本の
品名，金額を写す。それをレジにいる店員へ提
示，代金を支払い，食券をもらう」という行動
を設定した。道具は縦６cm横10cmの透明板バ
インダーにメモ用紙を挟んだものを使用した。
（写真１）

３．手続き

　課題分析表（表１参照）にもとずいた全課題

提示法を用いた時間遅延のプロンプトフェイデ
イングのA─Bデザインで実施した。達成基準
は非プロンプトでの３試行連続して全課題項目
の達成とした。反応の記録は，行動項目反応を
同行者のSTが記録用紙に記録し，目標行動場
面の課題達成率を計算した。訓練期の各試行の
反応率は全目標行動項目のうち，プロンプトな
しで成立した項目数を全ての行動項目数で割り
100を掛けて算出した。

４．結果

　第１店舗喫茶店での目標行動各課題及びプロ
ンプト内容を表１に，結果を図２に示す。訓練
開始時は全課題項目でSTのプロンプトが必要
であったが，第14，第15，第16試行の３試行連
続して全項目ともプロンプト無しで達成したた
め，目標行動は成立したと判断した。次に，店
舗２で第１回目として４試行実施した。店舗２

の目標行動各課題を表２に，結果を図３に示す。
品名，金額を移さずにレジへ行った場合のみ，
口語プロンプト「書きましょう」を提示した。
プロンプト無しで達成したのは第３試行のみで
であった。第２，４試行時のN氏の行動は，シ
ョーケース前で料理名，代金を写さずレジに行
こうとしたためプロンプトを出した。N氏は鞄

写真１　N氏に用いられたメモ用紙（記入ずみの例）
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からバインダーを取り出したが，バインダーに
は前回の注文名を書いたメモ用紙が残ってい
た。それを見て今回の注文名を書かずにレジへ
行き，店員へ前回の注文名が書かれたメモを提
示した。ショーケース前で指さした料理とは違
うものが出て来たため首をかしげながら食べ
た。
　これらの結果から，訓練室内で目標行動獲得
のための集中訓練が必要と判断され実施した。
　通所施設におけるシミュレーション訓練：集
中訓練の内容は「品名及び金額をメモに写し，
それをレジの店員へ提示し買物をする」とした。
訓練は週１回通所施設で行われ，レストランを
模した場面設定の中で，施設スタッフが，店員

役を演じた。４試行を１セッションとして実施
した。目標行動課題項目とプロンプト内容を表
３に，その結果を図４に示す。試行開始時から
品名及び金額を写さずにレジへ行く行動が見ら
れたため，物品がある机を指差し，「向こうで
書いて来て下さい」のプロンプトを店員役から
出すことにした。その結果，８回，９回，10回
と３連続してプロンプト無しで目標行動が成立
した。更に目標行動獲得を確認するために，店
員役が敢えて写した品名とは別品を提示しN氏
から「違う」という否定反応が出現するかどう
かを確認する誤物品提示課題を実施した。４試
行を１セッションとして２セッション実施し
た。誤物品提示課題を表４に，結果を図５に示

表１　N氏　店舗１　課題項目及びプロンプト内容
課題項目 プロンプト

Ⅰ 見本の品名，金額を写す 1 メモ用紙を指さしながら口語で「ここに何か書くのでしたね」
2 メモ用紙を指さしながら口語で「ここに品名と金額を書きましょう」
3 全介助：指示者が代行する

Ⅱ 写した紙を店員に提示する 4 メモ用紙を指さしながら口語で「ここを見せましょう」
5 全介助：指示者が代行する

Ⅲ 請求書をレジ迄持っていく 7 レジを指さしながら口語で「あそこに持っていきましょう」
8 全介助：指示者が代行する

Ⅳ 支払う 9 硬貨ないし札を指さし口語で「○○円を出しましょう」
10 全介助：指示者が代行する
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課題分析項目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
Ⅰ 見本の中から品名，金額を写す
Ⅱ 写した紙を店員に提示
Ⅲ 請求書をレジ迄持っていく
Ⅳ 支払う

プロンプト無しで行動成立した項目

図２　N氏　店舗１　実施結果
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す。全試行で提示物品が誤物品であることを口
語やメモを指差さすという否定行動が出現し，
正物品を要求するという行動が見られた。この
結果から，集中訓練での目標行動が成立したと
判断し，再度店舗２で実施した。
　店舗２での再訓練：第１試行時で前回試行実
施と同様の行動が出現し，目標行動は不成立と
なった。第２試行以降同行したSTがプロンプ
トを出さないとN氏は注文できないという状況
が続いた。更にレジの店員達が各々，様々な援
助を行うようになったが，N氏は逆にその援助
で混乱する状況となった。N氏単独での行動成

立は困難と判断し，店員の援助付きの行動成立
を目標として再設定した。適切な援助を行って
もらうために店員へ次のようなマネージメント
を行った。まずマネージメント実施前に，店舗
責任者に会い，N氏の現状とその援助内容につ
いて口頭および文書で説明し，店員の援助実施
の同意を求め，責任者から快諾を得た。
　そこで，店員へN氏の現状を説明し，注文す
る場合見本の品名及び金額を写したものを提示
して注文することを口頭及びモデリングで説明
した。但し，品名及び金額のコピーすることを
忘れてそのままレジに来る場合があるので，そ

表２　N氏　店舗２　課題項目及びプロンプト内容
課題項目 プロンプト

Ⅰ 見本のメニュー名金額を写す 1 メモ用紙を指さしながら口語で「ここに何か書くのでしたね」
2 メモ用紙を指さしながら口語「ここにメニューと金額を書きましょう」
3 全介助：指示者が代行する

Ⅱ 写した紙をレジ迄持っていく 4 レジを指さしながら口語で「あそこに持っていきましょう」
5 全介助：指示者が代行する

Ⅲ 写した紙を店員に提示する 6 メモ用紙を指さしながら口語で「これを見せましょう」
7 全介助：指示者が代行する

Ⅳ 支払う 8 硬貨ないし札を指さし口語で「○○円を出しましょう」
9 全介助：指示者が代行する
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Ⅱ 見本の金額を写す
Ⅲ 品名を写す
Ⅳ 写した紙を店員へ持っていく
Ⅴ 写した紙を店員に提示する
Ⅵ 代金を支払う

プロンプト無しで行動成立した項目

図３　N氏　店舗２　実施結果
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の時は，「ショーケースを指差し，向こうで書
いて来て下さい」というプロンプトを出すこと
も依頼した。このプロンプトを依頼した理由は，
集中訓練時場面で同様のプロンプト提示後目標
行動が生起したからである。また，プロンプト
内容やプロンプトを出す方法等を記載したマニ
ュアル（図６）を作成し，それを常時レジに置
いて貰う様に依頼した。依頼後，店員から依頼
したプロンプトが出されるようになり，第７，
第８，第９試行では店員の援助つきではあるが

N氏の目標行動は成立した。第10試行時では，
料理名を写さずにレジへ行ったが写していない
ことに気付き，店員の援助なしショーケース前
に戻り料理名を写し再度レジへ行く，という自
己修正による目標行動が生起した。結果を図７

に示す。訓練終了前後に家族から，注文した料
理を描画再生で家族に伝えたとの報告があっ
た。この行動は試行前には見られなかった。さ
らに，外出時に家族に「お金を持たせて欲しい」
と要求するようになり，買物に同伴した際，試
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Ⅰ 鞄からペンとメモを出す
Ⅱ 金額を写す
Ⅲ 品名を写す
Ⅳ 写した紙を店員へ持っていく
Ⅴ 店員へ声掛けをする
Ⅵ 写した紙を店員に提示する
Ⅶ 代金を支払う

プロンプト無しで行動成立した項目

図４　N氏　集中訓練結果

表３　集中訓練時の課題分析及びプロンプト内容
課題分析 物品供給者のプロンプト

1 鞄の中からメモとペンを出す
2 見本の品物の金額を写す
3 品名を写す
4 写した紙を持ち、店員の所に行く 「何ですか？」と返事をする
5 店員役へ声を掛ける N氏が写した紙を見せるまで待つ
6 店員役に写した紙を見せる 紙の再提示以外の意思表示した場合、分らない事を口話，サインで示す

口話：「わかりません」
サイン：手を振る
口話：「向こうで書いて下さい」
ジェスチャー：「書く」

10 代金を払う



慢性期失語症者の地域生活成立に向けた取り組み：行動学的QOLの視点から（安井・望月）

19

行前は買い物カゴに欲しい物を入れるのみだっ
たのが，口語で「○○を買ってくれ」と要求行
動やその売り場へ家族を同行させる行動が見ら
れるようになった，という報告もあった。

Ⅳ　T氏の実施内容およびその結果

１．アセスメント

　N氏と同様の方法で言語機能面，コミュニケ
ーション能力の実用性，その他の高次脳機能の
測定を実施した。T氏のSLTA結果は図８に示

した。CADL結果は総得点65/136で大半援助レ
ベルであった。発語，指差し，書字による反応
場面が見られたが，発語は失構音（発音が歪む）
となり，書字は不完全な内容のため伝達困難で
あった。メニューの選択は指差しで可能であっ
た。RCPMは27/30であった。失行検査では口
部顔面失行が見られたが，明らかな観念運動，
観念失行は見られなかった。次に，外食行動の
アセスメントを１回行った。このアセスメント
をプレテストとした。実施した店舗はN氏が実
施した店舗２である。

表４　集中訓練（誤物品呈示）の課題分析及びプロンプト内容
課題分析 物品供給者のプロンプト

1 鞄の中からメモとペンを出す
2 見本の品物の金額を写す
3 品名を写す
4 写した紙を持って店員の所に行く
5 供給者に何らかの声を掛ける
6 店員へ写した紙を見せる 「これですね」と誤物品を提示する
7 更に供給者に写した紙を提示する 「すみません間違えました」

口語：「これですね」
正物品を提示する

8 代金を払う
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誤物品提示場面
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課題分析項目／試行数 1 2 3 4 5 6 7 8
1 鞄の中からメモとペンを出す
2 見本の品物の金額を写す
3 品名を写す
4 写したを持って店員の所に行く
5 店員へ何らかの声を掛ける
6 店員に写した紙を見せる
7 更に店員へ写したを提示する
8 代金を払う

プロンプト無しで行動成立した項目

図５　集中訓練期（誤物品提示）
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　結果は図９に，全訓練結果を，表５に，プレ・
ポストの両テストの結果を示した。
　アセスメント時のT氏の具体的反応は以下の
とおりである。入店後，店頭にあるショーケー
ス前に立ち止まる。次にショーケース内の見本
を指差す。レジへ行き指差したものを注文しよ
うとするが店員には伝わらなかった。同行して
いたSTがT氏に代わり，T氏が指差した料理を
注文した。「店員をショーケースへ連れて行き，
見本を指差し注文する」，「注文品名を書きそれ
を店員に提示し注文する」等の行動は見られな
かった。代金の支払いは価格よりも大きい金額
を出し釣銭を貰っていたことから可能と判断し
た。

２．訓練手続き

１）目標行動の設定

　アセスメントの結果より，T氏の目標行動を
「ショーケース内の料理見本を携帯電話
（J-phoneのJ─TO10）の写真機能で撮り（写
真２），それを店員へ提示し注文する」とした。
携帯電話の写真機能を反応形態として選定した

理由は，CADLで使用が容易と思われた「メニ
ューを指差す」行動はN氏と同様，各店舗のメ
ニュー掲示方法から困難であること，また，写
字の使用は身体機能により不可であること，レ
ジで料理名を想起し書く形態はSLTA結果から
困難である，というものである。携帯電話写真
機能操作はT氏は未経験ではあるが，病前携帯
電話使用経験から技能習得は可能ではないかと
考えられた。
２）訓練方法

　手続き，反応の記録，達成基準はN氏と同様
である。実施デザインは「プレテスト─集中訓
練-ポストテスト」である。実施店舗は，プリ
テスト・ポストテストでは店舗２を使用した。
集中訓練は施設内の訓練室で行った。般化確認
として般化プローブ１を店舗１で実施した。更
に，般化プローブ２を店舗３で行った。訓練実
施前の対象店舗へ実施目的等の事前説明は行わ
なかった。

３．結果

　訓練過程の結果は図９に示した。プレ・ポス
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Ⅲ 品名を写す
Ⅳ 写した紙を店員へ持っていく
Ⅴ 店員へ何らかの声掛けをする
Ⅵ 写した紙を店員に提示する
Ⅶ 代金を支払う

プロンプト無しで行動成立
店員からのプロンプト有りで成立

図７　N氏　店舗２　実施結果
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図９　T氏　全訓練結果

表５　T氏　プレ・ポスト結果
課題分析 プレテスト ポストテスト

1 携帯画面を開ける
2 見本にカメラ部分を向ける
3 カメラボタンを押す
4 決定ボタンを押す
5 携帯画面を提示する
6 待ちうけ画面にする
7 代金を払う

プロンプト無しで行動成立課題項目

図８　T氏　SLTA結果
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トテストの各課題内容及びその結果を表５に，
また，シミュレーション場面の各課題内容及び
その結果を図10に示した。シミュレーション場
面での獲得訓練は携帯電話操作方法の習得に若
干困難が見られたが，「携帯電話の静止画像を
使用した買物行動」は成立が確認された。ポス
トテストでも目標行動は成立した。次に般化プ
ローブ１を実施した。その結果を表６に示す。
N氏実施後にT氏の訓練を実施したからか，店
舗１，店舗２への導入はT氏の使用反応形態が
既存の伝達方法ではないにも関らず，スムース
であった。そこで，店舗１，店舗２，でのN氏
の影響を考慮し，般化プローブ２として未知店
舗３でT氏の目標行動成立確認を実施した。店
舗３でも目標行動は成立した。その結果を表７

に示す。また，店舗３も店舗１，店舗２と同様
T氏の反応形態に対する受け入れはスムースだ
った。
　終了後もT氏は各実施店舗で「携帯電話の静
止画像の使用」した外食を行なっている。訓練
終了後のエピソードとして，T氏が写真機能を
使って外出先での出来事や風景等を撮影し記録
として残して置き，STに提示するという報告
的行動や，自分から家族や友人に携帯電話を掛
ける行動が出現するようになった，という報告

が家族からあった。

Ⅴ　 店舗１，店舗２，店舗３の従業員並びに店

主へのアンケートの実施

　訓練に使用した店舗１，店舗２，店舗３の従
業員並びに店主へアンケートを実施した。アン
ケート内容は，N氏の「ショーケース内の料理
見本の品名及び金額をメモ用紙に写しそれを店
員へ提示し注文する」行動，およびT氏の「シ
ョーケース内の料理見本を携帯電話で写真を撮
り，それを店員へ提示し注文する」についてど
う思うか，品名や金額を写しそれを提示する方
法や携帯電話の写真機能で写した料理見本を提
示するという（通常では使用されない）方法で
の注文行動についてどう思うか，そして，その
各反応形態導入時にST介入は有った方がいい
かどうか，である。
　その結果，これらの言語反応形態使用につい
ては「最初は驚くが差し支えない」という回答
が各々の店舗からあった。STの介入について
は「説明があった方がお客さんに失礼がない」
という回答が各々の店舗からあった。店舗３の
店主からはT氏の携帯電話の写真機能による注
文行動について「こんな使い方があったんや，
と感心しました。」という感想があった。

写真２　T氏による食品サンプルの画像
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Ⅵ　考察

　慢性期失語症者の居住地域内の利用店舗に
STと対象者が出向き，店舗の注文形態につい
てアセスメントを実施した。その結果と対象者
の現状と照らし合わせ，対象者の最も使用が容
易な手段を設定した。N氏の場合は既得能力の
写字機能の使用による注文行動を設定し，T氏

は病前使用していたということから習得可能と
考えられる携帯電話の写真機能による注文行動
を設定した。次に，訓練室内，実際店舗でその
手段を用いた外食行動成立訓練を実施した。N
氏は店員の援助が必要ではあったが，目標行動
は成立した。また，本研究実施前には見られな
かった「同店舗で昼食に食べた料理を描画し，
それを家族に見せる」という報告行動や，外出
時の所持金要求行動なども出現した。T氏も目
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10 代金を払う

プロンプト無しで行動が成立した課題

図10　T氏　集中訓練

表６　T氏　般化プローブ１　結果
課題分析

1 携帯画面を開ける
2 見本にカメラ部分を向ける
3 カメラボタンを押す
4 決定ボタンを押す
5 店員の所に行く
6 携帯画面を提示する
7 代金を払う
8 待ちうけ画面にする

プロンプト無しで行動成立課題項目

表７　T氏　般化プローブ２　結果
課題分析

1 携帯画面を開ける
2 見本にカメラ部分を向ける
3 カメラボタンを押す
4 決定ボタンを押す
5 携帯画面を提示する
6 代金を払う

プロンプト無しで行動成立課題項目
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標行動が成立した。現在もT氏の携帯電話の写
真機能による注文行動は継続して行われてい
る。また，T氏も訓練終了後から新たに携帯電
話の写真機能で外出先の風景などを撮り，それ
を訓練時にSTに見せるという報告言語行動的
な使用の出現というエピソードが見られた。こ
の行動は現在も継続しており，写真内容もより
伝達性の高いものを写すようになっている。
　次に，各々の訓練実施店舗へ対象者の状況や
使用反応形態の説明の必要性についてアンケー
トを実施した。その結果，STからの説明の必
要性が確認された。
　N氏の店員の援助付きでの目標行動成立に関
して，シミュレーション訓練後，最終的に実際
の店舗でも店員の援助なしで行動成立に至った
ことや，目標行動成立前後に描画による報告行
動が出現した等のエピソードから推測すると，
単に訓練室内の目標行獲得訓練不足によるもの
と言えるかもしれない。また，N氏と環境の関
係性の調査不十分が要因かもしれない。しかし，
「未知の反応形態を社会へ導入する際，反応形
態の内容や使用方法について説明が有った方が
よい」というアンケート結果から，この店員へ
の援助依頼は決して不要な作業ではなかったと
考える。
　STの作業には狭義の言語訓練の他，失語症
者のQOL向上への援助も含まれ，その支援は
地域社会への再統合re-integrationの援助など
環境改善的アプローチが中心となる（笹沼，
1996）。QOLについては，望月（2001）は「個
人の行動によって測定され，個人は環境から自
ら選び取り，またその満足度の度合いをその選
ばれた環境との相互作用（＝行動）として示さ
れる」という「行動学的QOL」という考え方
を提案している。この行動的QOL向上作業に
は「教授～援助～援護」という連環的作業（望
月，1988）が必要だと考えられる。この「教授
～援助～援護」という連環的作業のうち「援助」

作業とは環境側へ行動成立するための新たな物
理的・社会的な補助手段を導入し，ある行動を
機能的に成立するための作業であり，「援護」
作業は「援助」を環境側へ依頼する作業である。
そして，「教授」作業は「援助」，「援護」作業
を前提とした作業である（望月，1988）。
　本研究では慢性期失語症者のQOL向上のひ
とつとして対象者の居住地域内での外食行動獲
得を目的とした作業を次のように実施した。ま
ず，実際使用する店舗の形態や注文方法を調査
した。その結果から，訓練室内で実施した
CADL検査結果から両対象者の最も成立容易と
思われた「指さしによる注文行動」成立は困難
と判断された。そこでN氏は既存能力を利用し
た「写字による注文行動」を，T氏は獲得可能
と見られる「携帯電話の写真機能使用した注文
行動」の設定という「援助」作業を行った。次
に，そうした「援助」設定を前提とした「写字
による注文行動」獲得訓練や「携帯電話の写真
機能使用した注文行動」獲得訓練を実際の店舗
や訓練室のシミュレーション場面で実施すると
いう「教授」作業を行った。さらに，店舗の店
員へ対象者の目標行動成立の為に必要な援助実
施の同意とその内容説明や援助内容を記載した
プリント設置を依頼するという「援護」作業を
行った。
　これらの作業は，従来のSTの医学的モデル
的な作業つまり損なわれた反応形態改善に向け
た治療・教授から，障害属性による選択設定で
はなく失語症者の現状と環境を考慮し，そこか
ら実施可能な選択設定という環境と個人の関係
性を中心とした治療・教授作業へという新たな
作業の転換といえる。そして，この環境と対象
者個人との関係性を調査し，その結果から対象
失語症者の既得・習得可能な反応形態を設定す
ることや，その反応形態を使用して地域内で「正
の強化」を得るために環境側へ要請するという
作業は，今までのSTの職域を越えたアウトリ
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ーチな作業と言える。
　STのアウトリーチ作業は失語症者のQOL向
上には重要な作業である。しかし，この作業で
対象となる環境と個人の関係性は限定されたも
のである以上この作業だけでは限界があるだろ
う。今後，不特定な環境でも失語症者のQOL
が向上するような作業を考える必要があると思
われる。
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